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「沖縄県における駐留軍用地の返還に伴う特別
措置に関する法律」（いわゆる「軍転法」）が
改正され、「沖縄県における駐留軍用地跡地の
有効かつ適切な利用の推進に関する特別措置
法」になりました。
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１．法律の題名
●「沖縄県における駐留軍用地の返還に伴う特別措置に関する法
律」から「沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適切な
利用の推進に関する特別措置法」に変更（跡地利用に係る部
分を中心に内容を拡充）

２．基本理念の明記
●法律の基本理念を新たに規定
①沖縄の自立的発展及び豊かな生活環境の創造のための基盤
としての跡地の有効かつ適切な利用の推進
②国は、国の責任を踏まえ、跡地利用を主体的に推進
③跡地の返還を受けた所有者等の生活の安定へ配慮

３．返還実施計画に基づく支障除去措置
●国は、返還が合意された駐留軍用地の区域の全部について、
返還実施計画を定め、当該計画に基づき所有者等に土地を引
き渡す前に、駐留軍の行為に起因するものに限らず、土壌汚染・
不発弾の除去等の支障除去措置を講ずる

４．拠点返還地の指定
●従来の大規模跡地及び特定跡地の区分を廃止し、「拠点返還地」
に一本化
●返還前に内閣総理大臣が拠点返還地（５ha以上）を指定
●200ha以上の拠点返還地に、国の取組方針策定を義務付け
●200ha 未満の拠点返還地は、跡地利用推進協議会における協
議により国は取組方針を策定することができることを規定

５．駐留軍用地への立入りのあっせんに係る国の義務
●あっせんの申請を受けた場合の国によるあっせんを義務化
●申請者の求めがあった場合にあっせんの状況を通知

６．駐留軍用地内の土地の先行取得制度の創設
●返還前に、内閣総理大臣が特定駐留軍用地を指定
●地方公共団体又は土地開発公社による特定駐留軍用地内の土
地の取得を円滑に進めるための措置を規定
※この制度に基づき土地が買い取られる場合の譲渡所得につ
いては、5000万円の特別控除の対象となる

７．給付金の支給
●給付金支給の始期を、従来の「返還日の翌日から３年間」を「引
渡日の翌日から３年間」に変更
●給付金支給終了後の特定跡地給付金・大規模跡地給付金につ
いては区分を廃止し、「特定給付金」に一本化
●特定給付金 ( 引渡日から３年を経過した日の前日までに土地区
画整理事業に係る事業認可等がなされた場合に支給 ) の支給期
間の限度は、土地の使用又は収益が可能となると見込まれる
時期を勘案して政令で定めることを規定

８．駐留軍用地跡地利用推進協議会
●沖縄担当大臣、沖縄県知事、関係市町村の長等により構成さ
れる跡地利用推進協議会を設置

※この法律は、平成34年３月31日限りで失効

駐留軍用地の区域の全部において、跡地利用特措法第８条に定める返還実施計画に基づき

　　①　駐留軍が使用していた建物その他土地に定着する物件
　　②　土壌汚染対策法等に規定する土壌汚染の状況
　　③　水質汚濁防止法等に規定する水質汚濁の状況
　　④　不発弾その他の火薬類の有無
　　⑤　廃棄物の有無
などについて、返還後に国が調査して、土地所有者等が土地を利用する上で支障となるものについて、土地所有者へ引き渡す前に除去するものです。

支障除去措置とは？

返還実施計画に基づく支障除去措置

返還実施計画は、日米合同委員会において返還が合意された駐留軍用地の区域の全部について、その有効かつ適切な利用が図られるようにするために、
返還後において当該土地を利用する上での支障の除去に関する措置を国が当該土地を引き渡す前に講ずるために定めるものです。

Q1返還実施計画とは何ですか。

Q2支障除去措置を規定する返還実施計画を定める際に、土地所有者が意見を述べる機会はありますか。
国は、支障除去措置について返還実施計画を定めようとするときは、あらかじめ、沖縄県知事及び関係市町村の長の意見を聴かなければならないこと
とされており、更に、関係市町村の長は、土地所有者等の意見を聴かなければならないこととされております。

Q3支障除去措置を行っている間は、土地の利用ができませんが、国は補償してくれるのですか。
国が支障除去措置を講じている間、土地の使用ができないときは、支障除去期間補償金（賃借料相当額）を支払います。
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駐留軍用地内の土地の先行取得の円滑化措置

今回の法律改正によって、①国が指定した駐留軍用地であること、②県や市町村が道路などの事業実施の見通しを立てていることなど、条件を満たした
場合に、沖縄県や、駐留軍用地が所在する市町村が、公共用地として土地を取得する制度ができました。

●　内閣総理大臣は、日米安全保障協議委員会又は合同委員会で返還が合意された駐留軍用地について、その区域内における公有地等の割合が著しく低く計画的
な拡大が必要と認められるものを特定駐留軍用地に指定
●　沖縄県知事又は関係市町村の長は、特定事業の見通しを定め、公表
●　特定駐留軍用地内の土地所有者は、当該土地を有償で譲渡しようとする場合は、当該土地が所在する関係市町村の長に届出義務等（土地の譲渡の制限）
●　違反者への罰則（50万円以下の過料）
　※この制度に基づき土地が買い取られる場合の譲渡所得については、5000万円の特別控除の対象

Q1 今回、駐留軍用地内の土地の売却について法律が改正されたとのことですが、どのような内容ですか？

Q2 駐留軍用地内の土地を売りたいのですが、気を付けなければいけないことは何ですか？

Q3 土地を共有しています。自分の持分権をほかの人に売りたいのですが、市町村へ届け出る必要がありますか？

Q4 駐留軍用地内の土地を売った時に、5000万円の控除を受けるためにはどうすればよいですか？

県や市町村が道路などの事業実施の見通しを立てた駐留軍用地内において、200 ㎡ (＊) 以上の土地の所在地などを最寄りの市町村に届け出ていただ
く必要があります（違反には50万円以下の罰金が科されます。）。なお、届け出た後、原則３週間以内は土地を売ることができません。
また、事業実施の見通しを立てている県や市町村に、200㎡ (＊) 以上の土地の売却を申し出ることもできます。
＊県や市町村の条例等で100㎡まで引き下げられることがありますので、詳しくは、土地が所在している市町村にお問い合わせください。

本制度の目的は、土地の完全な所有権を取得することにあるので、共有者全員で有償譲渡する場合を除き、持分権の譲渡のみでは届出は必要ありません。

県や市町村が道路などの事業実施の見通しを立てた駐留軍用地内において、地権者の方からの土地の売却の届出又は買取りの申出により、県や市町村
がその土地を買上げた場合に、5000万円の税の所得控除を受けることができます。
駐留軍用地内の土地を売った場合に、すべての方が、5000万円の税の譲渡所得控除を受けることができるわけではありませんので、御注意ください。

※詳しくは、土地が所在している市町村にお問い合わせください。
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概 要

●　給付金の始期を、「返還日の翌日から３年間」を「引渡日の翌日から３年間」に変更
●　特定跡地給付金・大規模跡地給付金の区分及び面積要件を廃止し、「特定給付金」に一本化
●　特定給付金の支給の限度となる期間は、土地の使用又は収益が可能となると見込まれる時期を勘案して駐留軍用地跡地ごとに政令で定める期間

概 要

給付金制度

給付金及び特定給付金は、土地が引き渡された日以後引き続き土地を使用せず、かつ、収益していないときに支給されます。
引き渡された土地を使用せず、収益せず、又は処分しなかった場合は、引渡日の翌日から１年ごとに区分した各期間の終了後 90 日以内に沖縄防衛局
に支給申請書を提出してください。 
なお、引き渡された土地を使用し、収益し、又は処分した場合は、土地を使用し、収益し、又は処分した日以後 90 日以内に沖縄防衛局に支給申請書
を提出してください。

Q1 給付金及び特定給付金は「いつ」、「誰に」、「どのように」申請すればよいのですか？

Q2 土地を「使用せず、かつ、収益していない」とは、どのような場合を指すのですか？
土地を使用もしておらず、土地による収入も得ていない場合を指します。
土地の貸借、売買、譲渡した場合や所有者が農地や宅地等として土地を使用した場合などは、「使用せず、かつ、収益していない」には当たらないので、
給付金は支給されません。
※給付金制度に関しご不明な点については、沖縄防衛局にお問い合わせください。　
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返還日 引渡日 基準日
跡地利用を推進す
るためには、返還
前からの関係者の
合意形成に向けた
取組が重要

特定給付金の支給の限度となる期間は、土地の使用又は収益が
可能となると見込まれる時期を勘案して政令で定める期間

賃貸借契約
（賃借料） 補償金 給付金 特定給付金

米軍へ施設提供中 支給額 : 賃借料相当額
（支給上限額なし）

支給額 : 賃借料相当額
（年間1000万円を限度） 支給額 : 賃借料相当額（年間1000万円を限度）

支障除去措置 ３年 基準日の前日までに土地区画整理事業に係る事業認可等がなされた場合


